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付託の報告について 

 

 

 令和３年６月１８日付け中小企業政策審議会中小企業経営支援分科会に対し

てなされた付託「下請中小企業振興法（昭和４５年法律第１４５号）第３条第

１項の規定に基づく振興基準に係る諮問」について、令和３年７月１４日に中

小企業経営支援分科会として議決しましたので報告します。 

 また、本議決をもって中小企業政策審議会の議決としたいので、中小企業政

策審議会運営規程第１０条に基づき同意を求めます。 
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下請中小企業振興法（昭和４５年法律第１４５号）第３条第１項の規定に基づく振興基準の一部を改正する基準 新旧対照表（傍線部分は改

正部分） 

 振興基準（平成３０年１２月２８日付け２０１８１２２１中第２号） 

改正後 改正前 

前文 ［略］ 

 

第１～第７ ［略］ 

 

第８ 下請取引の機会の創出の促進その他下請中小企業の振興のため必要

な事項 

１）下請取引の機会の創出の促進 

（１）認定下請中小企業取引機会創出事業者（以下、「認定事業者」という。）

の事業活動が、下請中小企業の取引先の拡大等下請中小企業の振興を図る

ために重要であることから、発注者は、認定事業者による取引先の開拓、

変更等について不当に干渉するなどして、認定事業者の事業遂行を妨げて

はならないものとする。 

（２）認定事業者の事業活動は、中小企業者と当該中小企業者の発注者との

間に入り、当該中小企業者が有する技術や生産能力等の強みを踏まえ、取

引対価をはじめ適正な取引条件で、当該中小企業者に対し再委託をするこ

とである。このため、認定事業者は、再委託をする見込みのある中小企業

者の強みを自ら把握するよう努めるものとする。 

（３）認定事業者が再委託をする見込みのある中小企業者と提携契約等を締

結する際は、他の事業者との取引を制限するなど、不当に中小企業者の取

引の機会を減少させるような取引の条件としてはならないものとする。 

（４）認定事業者は、再委託をする見込みのある中小企業者が当該再委託を

した行為の一部について更なる再委託を認める場合にも、適正な取引の確

保に努めるものとする。 

（５）認定事業者の事業活動を通じて下請中小企業の取引の機会の創出が適

正に行われるよう、認定事業者は、次の事項に配慮するものとする。 

① 発注者から委託を受けた行為について、再委託をする中小企業者を決

定した場合において、再委託先としなかった中小企業者から理由の説明

の要請があったときは、原則として再委託をしないこととした理由を示

すこと。 

② 提携契約等を締結している中小企業者には、取引機会の創出のために

前文 ［略］ 

 

第１～第７ ［略］ 

 

第８ その他下請中小企業の振興のため必要な事項 
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改正後 改正前 

必要な助言及び情報の提供を行うこと。 

（６）認定事業者との取引が中小企業の経営において重要な役割を担い、影

響力を持ち得るものであることに鑑み、認定事業者は、取引条件の書面等

による明示及び交付、中小企業者と共同した受発注や決済等のデジタル化

に向けた努力、取引対価の適切な決定その他の本基準が示す内容のうち、

親事業者のよるべき事項を踏まえて取引を行うものとする。 

（７）認定事業者は、中小企業者との取引に当たり、取引対価とは別に手数

料等を設定及び変更する場合においては、中小企業者の不利益となる価格

設定となることのないよう、中小企業者と十分に協議して決定するものと

する。 

２）～９） ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）～８） ［略］ 

備考 表中の［ ］の記載は注記である。 

附 則 

この基準は、令和３年 月 日から施行する。 


	付託の報告（下請中小企業振興法第３条第１項の規定に基づく振興基準に係る諮問）について.pdf
	（別紙）下請中小企業振興法「振興基準」改正案

